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 　令和６年１２月　教育委員会補正予算（案）総括表

【一般会計】

13,313,410 138,350 13,451,760

13,313,410 138,350 13,451,760

(項１)教育総務費 2,188,400 118,000 2,306,400
1 野外教育活動センター
　管理運営事務費

118,000

(項２)小学校費 4,752,101 20,000 4,772,101 1 総務学校管理事務費 20,000

(項４)幼稚園費 165,106 350 165,456 1 総務事務費 350

教 育 委 員 会 合 計

(款１０)教育費

(単位：千円)

区分 

補正前の額 今回補正額 補正後の額 備考

予算科目(款・項）
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議案第４０号



第 ２ 表　　繰越明許費補正

　追　加
　　（単位　千円）

事    業    名 金　　額

10 教 育 費 1 教 育 総 務 費 野外教育活動センター管理運営事務費 118,000

款 項
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第 ３ 表  債務負担行為補正 

 

追  加 

（単位 千円） 

 

事       項 

 

 

期    間 

 

限  度  額 

スクールバス運行等事業費（浜黒崎地

区分） 
自令和６年度至令和12年度 １４８，９１１ 

教育ネットワーク更改業務委託費 自令和６年度至令和７年度 ４１０，０９８ 

教育用コンピュータ借上料 自令和６年度至令和12年度 ５７３，９２２ 
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第　４　表　　地方債補正

　変　更

（単位　千円）

補正前の額 補　正　額 補正後の額

教 育 総 務 費 29,000 106,200 135,200

普通貸借
又　　は
証券発行

　　　　％
　　5.0
　　　　以内
（ただし、利率
見直し方式で借
入れる資金につ
いて、利率の見
直しを行った後
においては、当
該見直し後の利
率）

借入れ先の融通
条件による。た
だし、市財政の
都合により据置
期間及び償還期
限を短縮し、も
しくは繰上償還
又は借換えする
ことができる。

起 債 の 目 的
限　　度　　額 起債の

方　法
利　率 償還の方法
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【総務学校管理事務費（小学校）・総務事務費（幼稚園）】 

 

 小学校及び幼稚園における光熱水費について 
［教育総務課］  

 

(1) 補正額  小学校費  ２０，０００千円 

財源内訳 一般財源  ２０，０００千円 

 

 

幼稚園費     ３５０千円 

財源内訳 一般財源     ３５０千円 

 

(2) 事業目的 

電気料や都市ガス料の高騰に伴い、小学校及び幼稚園で不足する光熱 

水費を補正するもの。 

 

(3) 光熱水費の補正の内容 

  （単位：千円） 

 区分 補正前の額 今回補正額 補正後の額 

小学校費 
電気料 ５４６，０８６ １５，０００ ５６１，０８６ 

都市ガス料 ５２，５２７ ５，０００ ５７，５２７ 

幼稚園費 電気料 ２，４７１ ３５０ ２，８２１ 

合 計 ６０１，０８４ ２０，３５０ ６２１，４３４ 
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【スクールバス運行等事業費（債務負担行為）】 

 

 浜黒崎小学校と大広田小学校の統合に係るスクール 

バス運行費等について 

［学校再編推進課］  

 

(1) 債務負担行為の設定 

事項 期間 限度額 

スクールバス運行等事業費 

（浜黒崎地区分） 

令和６年度 

〜令和１２年度 
１４８，９１１千円 

 

(2) 目的 

浜黒崎小学校が大広田小学校に統合することに伴い、旧浜黒崎小学校 

区の児童の通学に必要となるスクールバスの運行管理費等について債務 

負担行為を設定するもの。 

 

【債務負担行為の内訳】                  

項 目 事業費 
財源内訳 

市債 一般財源 

バス購入費 24,000 千円 18,000 千円 6,000 千円 

運行・維持管理費 124,911 千円 － 124,911 千円 

合 計 148,911 千円 18,000 千円 130,911 千円 

 

(3) 今後のスケジュール 

令和７年１月 運行業務委託契約、バス購入契約 

９月 バス納入 

令和８年４月 統合、本運行開始 
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【野外教育活動センター管理運営事務費】 

 

 野外教育活動センターの設備改修について 

［学校教育課］  

 

(1) 補正額       １１８，０００千円 

 

財源内訳 市債   １０６，２００千円 

一般財源  １１，８００千円 

 

 

(2) 事業目的 

富山市野外教育活動センターにおいて、子どもたちをはじめとした 

利用者の安全面や衛生面に関わる施設整備を実施することで、利便性 

の向上を図るもの。 

 

(3) 事業内容 

近年の気温の上昇に対応し、利用者の安全を確保するため、空調設備 

の改修工事を行う。また衛生環境の充実を図るため、和式トイレの洋式 

化を行う。 

 

  ア 空調設備の改修 

   ・キュービクルの改修 

   ・空調設備の設置（分宿棟、食堂等） 

 

  イ トイレの洋式化 

（改修前）和式トイレ２７箇所、洋式トイレ３４箇所 

（改修後）和式トイレ ０箇所、洋式トイレ６１箇所 
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【総務学校管理事務費（小・中学校）（債務負担行為）】 

 

 教育ネットワーク更改業務委託について 

［教育センター］  

 

(1) 債務負担行為の設定 

事 項 期 間 限度額 

教育ネットワーク更改業務

委託費 

令和６年度 

 ～令和７年度 
４１０,０９８千円 

 

(2) 目的 

平成３０年度に更改した教育ネットワークは、令和７年８月に機器等 

のメーカーサポート期間が終了するため更改する必要があり、同月まで 

にネットワーク更改業務を遂行するには、４月当初からの業務開始が必 

要であることから、債務負担行為を設定するもの。 

 

(3) 今後のスケジュール 

日 程 内 容 

令和７年１月 ・指名競争入札 

・業務委託契約の締結 

４月～８月 ・新ネットワーク環境の構築 

・新環境用パソコンの設定・各小・中学校等への設置 

・新ネットワーク環境についての研修会 

９月 ・新ネットワーク環境での執務開始 

・新環境用パソコンのリース開始 
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【総務学校管理事務費（小・中学校）（債務負担行為）】 

 

 教育用コンピュータの借上について 

［教育センター］  

 

(1) 債務負担行為の設定 

事 項 期 間 限度額 

教育用コンピュータ借上料 令和６年度 

 ～令和１２年度 
５７３,９２２千円 

 

(2) 目的 

 令和元年度に導入した教員用の校務パソコンについて、機器の更新を行

う必要があり、令和７年９月のネットワーク更改に合わせて機器の設定及

び各小・中学校への設置を完了するには、同年４月までの納入が必要であ

ることから、債務負担行為を設定するもの。 

 

(3) 今後のスケジュール 

日 程 内 容 

令和７年１月 

～４月 

・指名競争入札 

・リース契約の締結 

・納入 

５月～８月 ・機器の設定及び各小・中学校等への設置 

９月 ・リース開始 

 

9



議案第１７６号 

財産取得の件 

富山市教育委員会物品として、次のとおり財産を取得するため、地 

方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第８号の規定に 

より、市議会の議決を求める。 

令和６年１１月２９日提出 

 

               富山市長  藤 井 裕 久 

 

               記 

 

１ 取得する財産 スクールバス用車両（大型バス） ３台 

２ 取 得 価 格 ９１，８９６，４８０円 

３ 契約の相手方 富山市新庄町二丁目８番１７号 

三菱ふそうトラック・バス株式会社北陸ふそう富 

山支店 

支店長 渡辺 聖之 
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議案第４１号



議案第１７７号 

   土地取得の件 

 水橋地区義務教育学校整備事業用地として、次のとおり土地を取得 

するため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第 

８号の規定により、市議会の議決を求める。 

  令和６年１１月２９日提出 

 

               富山市長  藤 井 裕 久     

 

               記 

 

１ 場    所  富山市水橋伊勢屋１番１外４２筆 

２ 面    積  ５５，５９３．９１㎡ 

３ 取 得 価 格 ２７７，９６９，５５０円 

４ 契約の相手方 富山市新総曲輪１番７号 

         富山県知事 新田 八朗 
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議案第４２号



 
 

議案第１６７号 

富山市八尾化石資料館条例を廃止する条例制定の件 

富山市八尾化石資料館条例を廃止する条例を次のように定める。 

令和６年１１月２９日提出 

 

               富山市長  藤 井 裕 久   

 

富山市八尾化石資料館条例を廃止する条例 

富山市八尾化石資料館条例（平成１７年富山市条例第２７８号）は、 

廃止する。 

   附  則 

（施行期日） 

１  この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

（富山市博物館等における共通観覧券の発行に関する条例の一部改 

正） 

２ 富山市博物館等における共通観覧券の発行に関する条例（平成２ 

０年富山市条例第３８号）の一部を次のように改正する。 

 第２条第１項中第９号を削り、第１０号を第９号とし、第１１号 

から第１３号までを１号ずつ繰り上げる。 

第６条中「、富山市八尾化石資料館条例（平成１７年富山市条例 

第２７８号）第３条」を削る。 
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議案第４３号



 

 富山市八尾化石資料館条例の廃止について 

［教育行政センター］  

 

(1) 趣 旨 

富山市八尾化石資料館については、これまでも時期を限定して開館す

るなど施設の効率的な運営に努めてきたが、今後も大幅な利用者の増加

が見込めないことから、公共施設マネジメントの再編整備方針に基づき、

令和７年３月末をもって廃止するもの。 

 

(2) 施設の概要 

八尾地域で採取された貝類化石等を保存・展示することで、化石を通

じた自然の学習及び人々の交流を促進するために設置した。 

 

ア 開館年月 平成１６年４月 

イ 所 在 地 富山市八尾町桐谷４８１５番地 

ウ 構 造 木造２階建て  

エ 延床面積 ６９０．２０㎡ 

オ 化石資料 約１，０００点 

 

(3) 施行期日 

令和７年４月１日 
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浜黒崎小学校と大広田小学校の統合の件について 

 

【学校再編推進課】 

 

 

１ 浜黒崎小学校について、令和８年３月３１日で廃止し、同年４月 1日から大広

田小学校に統合する。 

 

２ 統合後の大広田小学校の通学区域については、現在の大広田小学校と浜黒崎小

学校の通学区域を合わせた区域とする。 
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議案第４５号



教育財産の取得を市長に申し出る件について 

 
【学校再編推進課】 

 

 

１ 趣 旨 

  
令和６年度に実施したスクールバス運行等事業に係る大型バス３台の取得につ

いて、市長に財産の取得を申し出せずに仮契約を締結していたことが判明したこと

から、「富山市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例」の

定めによる議会の議決に付す前に、市長へ財産の取得を申し出る件について富山市

教育委員会事務決裁規則第６条第１項の規定により代決したため、同条第２項の規

定により報告するもの。 
 

 

２ 取得する財産 

 

スクールバス用車両（大型バス）３台 

 

 

３ 仮契約の相手方 

   

  富山市新庄町二丁目８番１７号 

  三菱ふそうトラック・バス株式会社北陸ふそう富山支店 

  支店長 渡辺 聖之 

 

４ 仮契約した日 

   

  令和６年１１月１日 

 

 

５ 取得価格 

 

９１，８９６，４８０円 
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報告事項２７



 

教育財産の取得を市長に申し出る件について 

 
【学校再編推進課】 

 
 
１ 趣 旨 

  令和６年度に実施した水橋地区義務教育学校整備事業に係る学校用地の取得に

ついて、市長に財産の取得を申し出せずに仮契約を締結していたことが判明したこ

とから、「富山市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例」

の定めによる議会の議決に付す前に、市長へ財産の取得を申し出る件について富山

市教育委員会事務決裁規則第６条第１項の規定により代決したため、同条第２項の

規定により報告するもの。 
 

２ 場 所 

 

富山市水橋伊勢屋１番１外４２筆 

 

３ 面 積 

 

  ５５，５９３．９１㎡ 

 

４ 取得価格 

 

２７７，９６９，５５０円 

 

５ 仮契約の相手方 

 

  富山市新総曲輪１番７号 

  富山県知事 新田 八朗 

 

６ 仮契約した日 

 

  令和６年１０月７日 

 

７ 位置図 

 

   

16

報告事項２８
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(1)

〇

〇

〇

〇

令和5年度富山市立小中学校の問題行動等調査の結果について

【富山市教育委員会】 

児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査（以下、問題行動等調査）の概要

問題行動等調査の結果概要

　本市においては、不登校児童生徒数及び出現率、いじめの認知件数、暴力行為の発生件数すべてに
おいて増加した。令和５年５月に新型コロナウイルス感染症が５類感染症に移行し、日常の生活が戻って
いく中で、児童生徒が様々な悩みを抱えたり、困難な状況に置かれていたりする状況がうかがえる。児童
生徒を巡る環境が変化する中で、不安や悩みを相談できない児童生徒がいる可能性があること、児童生
徒の不安や悩みが従来とは異なる形で現れたり、一人で抱え込んだりする可能性があることも考慮する
必要があり、学校では引き続き教師が児童生徒のＳＯＳの早期発見に努め、組織的対応を行うとともに、
外部の関係機関等にも繋げて対処していくことが重要である。

１　不登校

不登校児童生徒数及び出現率の推移                                                                単位：人

年度 富山市 富山県 全国

R１ 187 (9.4) 425 (8.5) 53,350 (8.3)

R２ 259 (13.2) 556 (11.4) 63,350 (10.0)

R３ 350 (18.0) 725 (15.1) 81,498 (13.0)

R４ 392 (20.5) 856 (18.2) 105,112 (17.0)

R５ 476 (25.3) 1,110 (24.0) 130,370 (21.4)

R１ 353 (34.0) 846 (31.1) 127,922 (39.4)

R２ 364 (35.6) 899 (33.7) 132,777 (40.9)

R３ 468 (46.3) 1,112 (42.3) 163,442 (50.0)

R４ 556 (55.7) 1,336 (51.7) 193,936 (59.8)

R５ 644 (65.6) 1,531 (60.7) 216,112 (67.1)

※（　　）は、出現率、1,000人当たりの不登校児童生徒数である。
※富山市の数値は公立校分。富山県と全国の数値は国公私立校分。

本調査は、文部科学省によって実施される「暴力行為」「いじめ」「不登校」等の生徒指導上の諸課題に
関する調査である。調査対象は全国の小・中学校、高等学校であり、その結果は 今後の生徒指導施策
推進の参考とされる。（令和6年10月31日　結果公表）

本市では、全市立小学校６3校１分校、全市立中学校２５校１分校で本調査を実施しており、国と同様、
調査結果を教育施策に活用している。

「不登校」とは、「何らかの心理的、情緒的、身体的、あるいは社会的要因・背景により、児童生徒が登校しな
い、あるいは、したくともできない状況にある者（ただし、「病気」や「経済的な理由」による者を除く）」をいう。本
調査では、年間３０日以上欠席した不登校児童生徒を対象としている。

小学校

中学校

　不登校児童生徒数は、小学校４７６人、中学校６４４人、計１,１２０人であり、前年度から小学校８４人、
中学校８８人、計１７２人増加した。また、その出現率も、小・中学校ともに増加した。

　令和元年度の調査と比較すると、出現率において富山市は小学校2.7倍、中学校1.9倍であり、全国の小学
校２．６倍、中学校１．７倍を上回っている。

不登校児童生徒について把握した事実で回答数が多かったものは、「学校生活に対してやる気が出ない等
の相談があった。」が小学校１７３人、中学校１７７人、計３５０人、次いで「学業の不振や頻繁な宿題の未提出
が見られた。」が小学校１０７人、中学校２１２人、計３１９人、「不安・抑うつの相談があった。」が小学校９８人、
中学校２１４人、計３１２人となっている。

担任やカウンセリング指導員、スクールカウンセラー（以下、ＳＣ）、スクールソーシャルワーカー（以下、ＳＳ
Ｗ）等のかかわりによって、不登校児童生徒のうち小学校９７人、中学校２４１人、計３３８人が登校できるように
なった。
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(2)

〇

〇

(3)

〇

(4)

不登校児童生徒の欠席期間別実人数及び割合　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　  単位：人

富山市 富山県 全国

不登校児童生徒数 90日以上 全休 不登校児童生徒数 90日以上 全休 不登校児童生徒数 90日以上 全休

174 12 386 28 46,894 2,910

(44.4) (3.1) (45.1) (3.3) (44.6) (2.8)

226 9 482 29 57,611 3,351

(47.5) (1.9) (43.4) (2.6) (44.2) (2.6)

319 16 769 52 118,775 6,704

(57.4) (2.9) (57.6) (3.9) (61.2) (3.5)

390 22 910 53 132,781 7,380

(60.6) (3.4) (59.4) (3.5) (61.4) (3.4)

※（　　）は、不登校児童生徒全体に占める９０日以上と全休の児童生徒の割合（％）。
※富山市の数値は公立校分。富山県と全国の数値は、国公私立校分。

平成２８年度から８年間、小学校、中学校ともに９０日以上欠席の児童生徒が増加傾向にある。ＭＡＰ豊田・
婦中（適応指導教室）やフリースクール等と連携を図るとともに、「学校に行きづらい」と感じている子どもたちを
支援する野外教育活動センターでの「自然体験」や、不登校児童生徒を抱える保護者との相談会の実施等、
今後も社会的な自立に向けた継続的な支援及び保護者との連携が必要である。

令和５年度まで中学校６校に設置していた「校内適応指導教室」に代わり、令和６年度からは、児童生徒が
思い思いの過ごし方によって心のエネルギーをたくわえることをコンセプトとし、利用する児童生徒が自分に
合ったペースで学習したり、読書、軽運動、イラストや手芸などの創作活動等、学習以外にもやりたいことを自
ら選択・決定して取り組むことができる「校内サポートルーム」を小学校８校、中学校９校に新設し、不登校支援
を小学校にも拡充することとした。

学校外の機関等で相談・指導等を受けた不登校の児童生徒数　　　　　　　　　　　　　　単位：人

小学校 中学校 計

ＭＡＰ豊田・婦中（適応指導教室） 44 43 87

市教育センター 15 25 40

児童相談所・福祉事務所 15 11 26

保健所・精神保健福祉センター 9 1 10

病院・診療所 58 118 176

民間団体・民間施設 27 19 46

上記以外の機関等 2 3 5

延べ 170 220 390
※複数の機関で支援等を受けている児童生徒もいる。

　不登校児童生徒のうち小学校１４７人、中学校１８６人、計３３３人（前年度比－３人）がＭＡＰ豊田・婦中（適
応指導教室）や市教育センター、病院等の学校外の機関から学習支援やカウンセリング等を受けている。

学年別の不登校児童生徒数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　 単位：人

小学校 １年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 計

R4 28 42 59 74 79 110 392

R5 36 56 76 83 118 107 476

中学校 １年 ２年 ３年 計

R4 162 201 193 556

R5 193 230 221 644

小
学
校

R4 392 856 105,112

R5 476 1,110 130,370

中
学
校

R4 556 1,336 193,936

R5 644 1,531 216,112

19



〇

〇

(5)

〇

※出現率は、1,000人当たりの不登校児童生徒数

学年別に不登校児童生徒数を見ると、小学校１年生でも３6名となり、低年齢化が進んでいる。学年による変
化を見ると、小学校6年生から中学校1年生にかけて８６名、中学校１年生から中学校２年生にかけて３７名と増
加人数が大きい。要因としては、中学校進学によって環境が変わり、学業不振や人間関係等で悩む児童生徒
が増加してきていることが考えられる。

「毎日の授業が楽しい」、「勉強がわかる、できる」など、個々の学びを保障する授業改善を推進することや、
安心して過ごせるような居場所づくりをすることで、魅力ある学校・学級づくりを目指すとともに、発達の段階に
寄り添った指導と支援、幼・小・中学校間での教員研修や子どもが合同で行う活動を推進し、円滑な接続に努
めていく必要がある。また、SCやＳＳＷとの連携を図り、適切なアセスメントのもと早期支援に努めていくことも
重要である。

入学年度別の不登校児童生徒数の推移     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：人　　

中３

Ｈ２７年度入学 3 4 12 26 47 64 136 201 221
小１ 小２ 小３ 小４ 小５ 小６ 中１ 中２

-
Ｈ２９年度入学 9 13 28 55 88 110 193 - -
Ｈ２８年度入学 4 17 13 36 68 109 162 230

-

-
Ｒ　１年度入学 15 26 47 74 118 - - - -
Ｈ３０年度入学 6 10 29 50 79 107 - -

- - - - -

-

Ｒ　３年度入学 23 42 76 - - - - - -

Ｒ　２年度入学 17 33 59 83 - - -

入学年度別に不登校児童生徒数の推移を見ると、学年が上がるにしたがって増加傾向がある。また、不登
校児童生徒数が５０人に達する学年が低年齢化している。

-

Ｒ　５年度入学 36 - - - - - - - -

Ｒ　４年度入学 28 56 -

36 56 76 83
118 107
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２　長期欠席者

(1) 長期欠席児童生徒数及び出現率 単位：人

〇

〇

〇

(2)

〇

〇

年度 富山市 富山県 全国

R１ 264 (13.2) 598 (12.0) 90,089 (14.1)

R２ 325 (16.5) 757 (15.5) 113,746 (18.0)

R３ 437 (22.3) 986 (20.5) 180,875 (28.9)

R４ 535 (28.0) 1,204 (25.5) 196,676 (31.7)

R５ 597 (31.7) 1,381 (29.8) 218,238 (35.8)

R１ 441 (42.5) 1,065 (39.1) 162,736 (50.1)

R２ 454 (44.4) 1,109 (41.5) 174,001 (53.6)

R３ 563 (55.1) 1,389 (52.8) 232,875 (71.3)

R４ 703 (70.4) 1,694 (65.5) 263,972 (81.3)

R５ 754 (76.8) 1,844 (73.1) 275,202 (85.4)

.

学年別の長期欠席児童生徒数と出現率　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　               単位：人

小学校 １年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 計

R4 40 64 79 100 113 139 535

100 144 135 597

中学校 １年 ２年 ３年 計

「長期欠席者」とは年間に連続又は断続して３０日以上欠席した児童生徒を対象としている。また、欠席
理由は、「病気」「経済的理由」「不登校」「その他」としている。

※小・中学校における長期欠席の状況等に関する調査については、２６年度まで学校基本調査におけ
る「理由別長期欠席者数」の項目で調査していたが、２７年度から本調査に移行した。

小学校

中学校

長期欠席児童生徒数は、前年度から小学校６２人、中学校５１人、計１１３人増加した。また、出現率も小学
校、中学校ともに増加した。

長期欠席者数の内訳は、「不登校」が小学校４７６人、中学校６４４人、計１,１２０人、「病気」が小学校４６人、
中学校９６人、計１４２人、「その他」が小学校７５人、中学校１４人、計８９人である。

　 「その他」の内容としては、家族の介護や家事手伝い等の家庭の事情、外国での長期滞在が多かった。

増加の背景として、保護者の学校に対する意識の変化、コロナ禍の影響による登校意欲の低下、特別な配
慮を必要とする児童生徒に対する早期からの適切な指導や必要な支援に課題があったことなどが考えられ
る。

長期欠席者は学年が上がるにつれて、増加傾向がある。断続的に欠席が続くと、長期化する傾向があるの
で、初期段階（２～３日連続して欠席した場合）での対応が重要になる。

※出現率は、1,000人当たりの長期欠席児童生徒数。
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R5 211 284 259 754
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52 73 93 100
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３　いじめ

(1)

〇

〇

〇

〇

(2)

〇

〇

いじめの認知件数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                               　単位：件

年度 富山市 富山県 全国

R１ 479 (24.0) 1,049 (21.0) 484,545 (75.8)

小学校

R２ 345 (17.5) 739 (15.1) 420,897 (66.5)

R３ 379 (18.5) 841 (17.5) 500,562 (79.9)

R４ 468 (24.5) 1107 (23.4) 551,944 (89.1)

R５ 743 (39.5) 2168 (46.8) 588,930 (96.5)

(34.3)

R１ 245 (23.6) 526 (19.3) 106,524 (32.8)

R２ 166 (16.3) 379 (14.2) 80,877 (24.9)

R５ 268 (27.3) 764 (30.3) 122,703 (38.1)
※（　　）は、1,000人当たりのいじめ認知件数。
※富山市の数値は公立校分。富山県と全国の数値は国公私立校分。

　いじめ認知件数零校は小学校が１校１分校、中学校が１分校であった。

中学校

いじめの認知件数は、小学校７４３件、中学校２６８件、計１,０１１件であり、前年度から小学校２７５件、中学
校５６件、計３３１件増加した。また、その出現率も小・中学校ともに増加した。

R３ 208 (17.3) 612 (23.3) 97,937 (30.0)

R４ 212 (21.2) 693 (26.8) 111,404

いじめの認知件数　学年別内訳　　　　　　　　　　                              　　単位：件

※令和３年度より男女の区別がない調査となっている。

「いじめ」とは、「児童生徒に対して、当該児童生徒が在籍する学校に在籍している等当該児童生徒と一定の人的
関係のある他の児童生徒が行う心理的又は物理的な影響を与える行為（インターネットを通して行われるものを含
む。）であって、当該行為の対象となった児童生徒が心身の苦痛を感じているもの」をいう。

〇 　いじめの態様については、「冷やかしやからかい等」が最も多く、小学校４１７件、中学校２０８件、計６２５件で
ある。次いで、小学校では「軽くぶつかられたり、遊ぶふりをしてたたかれたり、蹴られたりする」が１７９件、中学
校では「パソコンや携帯電話等で、ひぼう・中傷や嫌なことをされる」が２９件である。好ましい友人関係の築き
方や情報モラル教育の一層の推進が必要である。

令和６年４月の調査報告時点においてのいじめ解消率は、小学校７４.３％、中学校７６.９％であった。前年
度から小学校は３.１％低下し、中学校は９.９％上昇した。小学校では、前年度に比べ１～３月にいじめを認知
した数が80件増加しており、いじめを認知してから３か月経過していないものは未解消としていることや、いじ
めが解消している状態の確認について慎重に判断している学校が多かったことが、いじめの解消率が低下し
た原因であると考える。一方で、中学校では、前年度に比べ年間を通した認知件数は増えているものの、１～
３月にいじめを認知した数が１件減少しており、年度内にいじめが解消したと判断できた事案の割合が大き
かったことが、いじめの解消率が上昇した原因であると考える。

いじめ発見のきっかけについては、「学校の教職員以外からの情報により発見」が小学校６３６件、中学校２０
５件、計８４１件である。中でも「本人からの訴え」が小学校２９６件、中学校１０９件、計４０５件と最も多く、次に
「当該児童生徒の保護者からの訴え」が小学校２６７件、中学校７７件、計３４４件であった。

一方、「学校の教職員等が発見」は小学校１０７件、中学校６３件、計１７０件であり、全件数の１６.８％（前年
度１９.０％）となっている。今後も教職員がいじめを見逃さないという意識のもと、いじめに対するアンテナを一
層高くするとともに、子どもや保護者が相談しやすい雰囲気をつくるなど、いじめの早期発見に努める必要が
ある。

　学年別のいじめの認知件数については、小学校では、１、２年生がともに約１３０件であり、４年生が１５６件で最も
多くなっている。一方、中学校では、１年生が最も多く、学年が上がるにつれて減少している。

今後も、各学校が「いじめ防止対策推進法」に規定するいじめの定義を正確に解釈して、「いじめはどの学
校でも、どの子どもにも起こり得る」という意識のもと、アンケートや個別面談等による実態把握を積極的に行
い、ごく初期段階のいじめ等も積極的に認知するとともに、即時対応、未然防止に努める必要がある。
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４　重大事態

○

〇

〇

(1)

重大事態の発生件数　　※Ｒ１まで都道府県ごとに発生件数を公表していない。　　　              　単位：件

年度 富山市 富山県 全国

R１ 0 － 716

R２ 1 2 512

R３ 1 6 706

R４ 10 11 923

R５ 11 19 1306

※Ｒ１は富山県の件数は公表されていない。

　重大事態は１０校１１件であった。内訳は、「１号重大事態（生命・心身・財産重大事態）」は５件、「２号重大事
態（不登校重大事態）」は５件であり、１号かつ２号の重大事態が１件あった。

５　暴力行為

暴力行為の発生件数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                                    単位：件

年度 富山市 富山県 全国

「暴力行為」とは、「自校の児童生徒が故意に有形力（目に見える物理的な力）を加える行為」をいう。
被暴力行為の対象によって、「対教師暴力」（教師に限らず、用務員等の学校職員も含む）、「生徒間暴
力」（何らかの人間関係のある児童生徒同士に限る）、「対人暴力」（対教師暴力、生徒間暴力の対象者
を除く）、学校の施設・設備等の「器物損壊」の四形態に分ける。

R１ 327 (16.4) 554 (11.1) 43,614 (6.8)

R２ 220 (11.2) 530 (10.8) 41,056 (6.5)

R３ 178 (12.2) 488 (10.1) 48,138 (7.7)

R４ 220 (11.5) 501 (10.6) 61,455 (9.9)

R５ 393 (20.9) 871 (18.8) 70,009 (11.5)

R１ 166 (16.0) 283 (10.4) 28,518 (8.8)

452 (17.9) 33,617 (10.4)

R２ 87 (8.5) 214 (8.0) 21,293 (6.6)

R３ 121 (9.5) 332 (12.6) 24,450 (7.5)

R４ 141 (14.1)

小学校

中学校

「重大事態」は、「いじめにより当該学校に在籍する児童等の生命、心身又は財産に重大な被害が生じ
た疑いがあると認めるとき」、「いじめにより当該学校に在籍する児童等が相当の期間学校を欠席すること
を余儀なくされている疑いがあると認めるとき」である。

国公私立・小・
中・高・特別支援
学校の合計発生

件数

重大事態の発生件数の増加は、いじめの重大事態はもとより、疑いがあるものについても幅広く捉え、発生と
したことが一つの理由になっている。今後も被害児童・生徒の不安に寄り添い、被害児童・生徒の心のケアを
最優先にした対応を行う必要がある。

※（　　）は、1,000人当たりの発生件数。
※富山市の数値は公立校分。富山県と全国の数値は国公私立校分。

338 (13.1) 29,699 (9.2)

R５ 238 (24.2)
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〇

〇

(2)

〇

(3)

〇

暴力行為の学年別加害児童生徒数　　　　　　　　　　　　　　　                                   単位：人

暴力行為の学年別加害児童生徒数については、すべての学年において、昨年度より増加しており、小学校で
は５年生、中学校では１年生が最も多い。

暴力行為が発生した学校数は、小学校４４校（６８.８％）、中学校２０校（７6.9％）であった。前年度から小学
校９校の増加、中学校増減なし、計９校増加した。

暴力行為の件数は、小学校３９３件、中学校２３８件、計６３１件であり、前年度から小学校１７３件の増加、中
学校９７件の増加で、計２７０件増加した。しかし、２回以上の暴力行為を行った児童生徒の人数は、小学校６
２人、中学校４３人であり、前年度から小学校２８人の増加、中学校１７人の増加で、計４５人増加した。同一の
児童生徒が繰り返し暴力行為を行ったことが発生件数の増加の要因の一つと考えられる。

暴力行為の内訳は、小・中学校ともに生徒間暴力が最も多く（小学校３０９件、中学校１９３件）、次いで小学
校では対教師暴力（４２件）、中学校では器物破損（２４件）である。

暴力行為件数　内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                                単位：件
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報告事項３１
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全国のプラネタリウム担当職員向け研修会の開催について 

 

１ 目 的 全国のプラネタリウム施設に勤務するプラネタリウム担当者な

どを対象に、担当者としての資質の向上、解説方法など関係する

様々な技術の取得とスキルアップを図るとともに、担当者間の情

報・技術交流を通して、情報の共有と知見を深めるもの  

 

２ 名 称 「全国プラネタリウム研修会２０２４・富山」  

 

３ 会 期 令和６年１２月１６日（月）～  １２月１８日（水）  

 

４ 会 場 富山市科学博物館  

（多目的学習室 AB、特別展示室、プラネタリウム室  等）  

 

５ 参加者 主に日本プラネタリウム協議会会員 100 人程度  

 

６ 主 催  日本プラネタリウム協議会(JPA)、富山市教育委員会（富山市科学博物館）、 

JPA 北陸プラネタリウムワーキンググループ 

 

７ 協 力  富山県天文学会 

 

８ 主な研修内容 

       分科会研修：新人研修コース 

イベント投影コース 

3D データ活用コース 

       模擬投影見学 

       記念講演１「重力波望遠鏡 KAGRA で地下から見る宇宙」 

記念講演２「見せる電視観望」 

 

 

27

その他２２
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その他２３
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その他２４


